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要旨

スマートコミュニティ（SmartCommunity）は，地域におけるエリア全体

のエネルギー利用の効率化による省エネルギーの促進や再生可能エネルギーの

導入など，都市の環境問題や交通システム，住民のライフスタイル変革まで，

複合的・総合的に組み合わせた社会システムにおける概念のことである。

スマートコミュニティでは，家庭や企業などによる省エネルギーの促進とと

もに太陽光や太陽熱，水力，風力，バイオマス，地熱など発電といった再生

可能エネルギーの導入によるエネルギー源の多様化および地球温暖化の進行

を防ぐための省ＣＯ２（二酸化炭素）化や電気自動車（ElectricVehicles）の導

入などの活用において，ＩＴ（InformationTechnology）を積極的に活用したエ

ネルギー・マネジメント・システム（EnergyManagementSystem）が見受

けられる。

近年，新興国のベトナムにおいても，国内の各地でスマートコミュニティの

概念に基づく，積極的な地域開発や都市開発などの取り組みが見られるように

なっている。そこで，本論文では，ベトナムの中部地方都市であるダナン市の

事例において，地域開発や都市開発における高品質電力，ＩＴインフラ整備，

スマート交通を中核としたスマートコミュニティ戦略の現状と課題についての

考察を行う。
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１．はじめに

スマートコミュニティ（SmartCommunity）とは，電力の有効利用に加え，

太陽光や太陽熱，水力川風力，バイオマス地熱などによる電力などの未利用

エネルギーも含めた再生可能エネルギー（RenewableEnergy）の積極的利用，

および地域の交通システム，市民のライフスタイルの変革などを複合的に組み

合わせた，地域における次世代の社会システムである。

具体的には，エネルギー利用の効率化による省エネルギーの促進，再生可能

エネルギーの導入によるエネルギー源の多様化二酸化炭素（ＣＯ２：Carbon

Dioxide）排出削減対策強化による省ＣＯ２化および電気自動車（ＥＶ：

ElectricVehicles）の導入などの情報技術（ＩＴ：InformationTechnology）を

活用した再生可能エネルギー導入とエネルギー使用の効率化を達成するエネル

ギー・マネジメント・システム（ＥＭＳ：EnergyManagementSystem）を積

極的に用いている。

スマートコミュニティの活動では，都市の環境問題や交通システム，住民の
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ライフスタイル変革まで，住宅やマンション，ビル，工場，病院，行政庁舎な

どに新たなスマートコミュニティに関する技術を導入して，地域におけるエリ

ア全体の複合的．総合的に組み合わせた社会システムにおける概念と位置づけ

ている。近年,急速な経済発展を遂げている新興国であるベトナムにおいても，

国内の各地でスマートコミュニティの概念に基づく，地域開発や都市開発など

への積極的な取り組みが見られている［14]｡

＿方，スマートコミュニティの定義は，各国中央政府，各国地方自治体,各

業界団体，各企業などによって，考え方や捉え方，技術，対応策などは様々で

あり，その定義はひとつに定まっていないのが現状である。スマートコミュニ

ティの目的は，企業群と関連する諸機関からの各構成要素をＩＴによって統合

管理して，ＣＯ２排出量が少なく，水資源を節約し廃棄物をリサイクルするこ

とによって，持続可能な都市や地域を創ることである。スマートコミュニティ

の推進は，「相互に結びついた企業群と関連する諸機関からなる地理的に近接

したグループであり，これらの企業群と諸機関は，共通性と補完性によって結

ばれている｡」ことから，地域における新しいかたちの産業クラスターの形成

という側面もある［24]。

そこで，本論文lでは，ベトナムで積極的に展開されるベトナムの中部地方

都市であるダナン市を事例にし，筆者の現地調査2に基づいて，地域開発や都

市開発について，高品質電力，ＥＭＳ，ＩＴインフラ整備，スマート交通などを

中核としたスマートコミュニティ戦略の現状と課題についての考察を行うこと

とする。

２ダナン市とインフラストラクチャー

２．１中部地方都市ダナンの概要

ダナン市（ＤａＮａｎｇＣｉｔｙ）は，ベトナム国内に５つある中央直轄市（１９９７

年移行)３のひとつである。また図ｌに示すように，ベトナム南北の中間に

位置し，中部地方における中心都市である。ダナン市内は，ハイチャウ区，タ

－３－



[論文］ベトナムにおけるスマートコミュニティに関する－考察（税所）

図１ダナンの位置

(出所）筆者作成。

インヘー区，ソンチャー区，グーハインソン区，リエンチェウ区，カムレ区，

およびホアヴァン県，ホアンサ県の６区２県で構成される。

ダナン市（以下，ダナン）は，人口1,024,937人，労働人口743,820人，人口増

加率11％(いずれも2015年）を有する港湾都市である。その面積は1,283.42kｍ２，

中央直轄市としてベトナム中部，および中部高原地域における社会・経済・文

化の中心都市である［22]･

ダナンは，インドシナ半島の東西を結ぶ交通の要諦として，中部高原地域お

よびミャンマー，タイ，ラオスの各国を繋ぐ東西経済回廊（EWECEast-

WestEconomicCorridor）の東側の起点となる。ＥＷＥＣは，インド洋と太平

洋を結ぶ全長1,450kｍの道路であり，ベトナムのダナンからラオスのサワナ

ケットを経て，タイのムクダハーン，ミャンマーの山岳地帯を通ってモーラ

ミャインという港町へつながるインドシナ半島の４ヶ国の13県を結ぶ陸の

ASEAN4における幹線道路である［７］［８］[１０]。

ＥＷＥＣは，2006年12月，日本政府の支援で建設された第２タイ・ラオス友

好橋（タイ・ムクダハンとラオス・サバナケットを結ぶ国際メコン架橋）の完

成により，ベトナム（ダナン）・ラオス・タイ間までの３ヶ国を結ぶ道路が開

通している。現在．日本政府の支援により。道路状態の悪い－部道路（国道９

－４－
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図２ダナン日本商工会会員数の推移
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（出所）日刊工業新聞（2016）「ベトナム・ダナン

の日本商工会会員が100社突破」より

号線）を補修中である。今後，ダナンからミャンマーのモーラミャインまで東

西経済回廊が伸長されると，太平洋からインド洋に抜ける陸路による輸送の物

流システムが構築されることになる。

ダナンには，表１に示すように，市内８ヶ所の開発中を含む産業集積（工業

団地等)５があり，周辺地域のダナンとトゥアティエンフェ（ThuaThien

Hue）省やクワンナム（QuangNam）省などの近郊省の産業を結び付ける重

要都市に位置づけられている［16]・ダナン市内には，国際空港とともに整備

された深海港，旅客と貨物の両方のための道路網を提供し，国内や地域規模で

の経済活動や投資により，多くの日系企業が進出している。また図２に示す

ように，ダナン日本商工会（JBAD：TheJapaneseBusinessAssociationin

Danang）が2008年10月に35社の企業で発足しているが，2011年に50社，２０１６

年８月末現在，わずか８年間で約３倍の増加ダナンと近郊省の合計１００社の

企業が加盟している［１９]。

２２ダナンのインフラストラクチャー

ダナン市内の重要インフラストラクチャー（以下，インフラ）のひとつであ

り，主要な物流システムを構成しているのがダナン港(DaNangPort)である。

その処理能力は，貨物船が積卸しや停泊するために着岸するためのバース
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表１ダナンの産業集積（エ業団地等）
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作成。

(Berth)6が７深水バース（1,193ｍ）を擁するとともに,広大な倉庫（13,205ｍz）

とコンテナを荷役して一時集積するための広大なコンテナヤード（Container

Yard)７（83,309,2）があり，その貨物取扱能力は700万ｔ（トン）に達する。

具体的なダナン港の能力は,バラ積み貨物船50,000ＤＷＴ(載貨重量トン数)８，

コンテナ船2,500ＴＥＵ（20フィートコンテナ換算)９，客船７５０００ＧＲＴ（総トン

数)10の処理が可能である。またダナン港は，バラ積み貨物・コンテナ品専

用の荷役設備を有するベトナム中部地方で最大のコンテナ海港で，南部のホー

チミン港（HoChiMinhPort)，および北部のハイフォン港（HaiPhongPort）

に次ぐベトナム国内第３位の規模の国際貿易港である。

－ｂ－
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ベトナム国内第１位の規模のホーチミン港は，1860年にサイゴン商業港とし

て開港，運河沿いにはバースを備えており，河口から約５０ｋｍ上流に位置する

河川港である。貨物の運搬には，河川港のために河川や運河などの内陸水路や

港湾内で重い貨物を積んで航行するための平底の船舶であるバージ（Barge)'’

が利用されており，貨物船が着岸するターミナルまで貨物が転送される。

なお，ホーチミン港の古いターミナルはホーチミン市街地側に並び，現在の

新しい大型のコンテナターミナルは郊外のカトライ（CatLai）地区とヒエツ

プフォック（HiepPuouc）地区に設立されている。またホーチミン北部の

国道沿いにはICＤ（InlandContainerDepot)'2が並び，主に輸出コンテナの

ＣＹとして活用されている。

さらにベトナム国内第２位の規模のハイフォン港は，1876年に開港，ハノ

イの東120kｍに位置，市内を流れるカム川（CamRiver）沿いにターミナルが

並ぶ河川港である。近年，ベトナム北部地域の主要港として，コンテナや在来

船が数多く入港河口のデインブー(ＤｉｎｈＶｕ）地区には近代的なコンテナター

ミナルが整備されて，コンテナの取扱い能力も大幅に増強されている。ハイ

フォン市の北東部で，約３０ｋｍのハロン市（HalongCity）に位置する深水港

のカイラン（CaiLan）港は，2000年初頭にハイフォン港を補完する目的で整

備されたが，現在はあまり利用されずにほとんどの船会社がハイフォン港を

利用している。

またダナン市内において，もうひとつの重要インフラが,2011年にリニュー

アルされた軍民共用のダナン国際空港（DaNanglnternationalAirport）で，

旅客処理能力600万人／年である。この国際空港へは，ダナン市街中心部より

北方へ約２kｍに位置，車で約１０分の移動が可能である。

ダナン国際空港は，国際航空運送協会（ＩＡＴＡ)'3の基準を満たした使用面積

36,600,2の３階建ての空港施設（１階は到着ロビー，２階は出発ロビー，３

階はＶＩＰラウンジ）で，国際線と国内線を合わせて年間400万人から600万人

の乗客が利用している。なお，ＩＡＴＡは，1919年設立の旧国際運送協会の組織

を引継いで，1945年に36カ国の航空会社によりキューバのハバナに設立，本部
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はカナダのモントリオールとスイスのジュネーブにあり，ニューヨーク，シン

ガポール日本などに事務所が設置されている。

2016年12月末現在，ＩＡＴＡは国際民間航空機関として，加盟国の国際線を運

航している。その正会員は，265加盟航空会社が国際団体（国内線のみの航空

会社は準会員）として，総航空交通量の83％を占めている。また400を超え

る戦略的パートナーは，航空会社と協力して航空ソリューションを提供，

100,000を超えるＩＡＴＡ認定代理店である旅行代理店と貨物代理店は世界中の

旅行者や荷送人に奉仕している。

ところで，ダナン国際空港では，毎月390便以上のＩＡＴＡ加盟の国際便が運

航しており，ベトナム国外の日本やシンガポール韓国，香港，カンボジア，

中国などのアジア諸国20都市，および国内９都市へ運航I4している。

３スマートコミュニティとは

３．１スマートコミュニティの定義

スマートコミュニティについて，資源エネルギー庁'5．総務省では「エネル

ギー管理システムや蓄電池等のＩＴ技術を活用し電気に加え熱，交通も含

めたエネルギーの効率的なシステム」ＪSCA（JapanSmartCommunity

Alliance)'6では「電気の有効利用に加え，熱や未利用エネルギーも含めたエネ

ルギーの面的利用や地域の交通システム，市民のライフスタイルの変革などを

複合的に組み合わせたエリア単位での次世代のエネルギー．社会システムの概

念」と定義している［４１１４]。

このように現在のスマートコミュニティの定義は，各国中央政府，各国地

方自治体，各業界団体，各企業などで様々なものがあり，学術的な視点での明

確な定義は確立されていないのが現状である。例えば，エネルギーの効率化へ

の取り組みのみをスマートコミュニティとする考え方，環境問題への取り組み

のみをスマートコミュニティとする考え方，省ＣＯ２化'7やＥＶｌ８，ＬＥＤ電球19の

導入のみをスマートコミュニティとする考え方などあるいはこれらの考え方
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を複数組み合わせたものといった様々である。

そこで，本論文においては，スマートコミュニティの定義について，エネル

ギー利用の効率化による省エネルギー促進と再生可能エネルギー導入によるエ

ネルギー源の多様化ＣＯ２の排出削減対策強化による省ＣＯ２化，およびＥＶ

導入などＩＴを積極的に活用したＥＭＳを用いて，都市の環境問題や交通渋滞，

上下水道，廃棄物処理（ごみを含む)，住民生活の変革までを取り扱う。

そして，住宅やビル（商業ビルやオフィスピルなど)，工場，文化センター，

劇場，博物館，学校，病院，体育館，行政庁舎などに対して，ＩＴを中心とし

た各種技術を導入し，地域におけるエリア全体の複合的．総合的に組み合わせ

た社会システムにおける概念のこととする。

ＥＭＳは，ＩＴを活用した電力使用量の可視化や節電,ＣＯ２削減のための機器

制御，および図３に示すように太陽光や風力，バイオマス，太陽熱などの発

電分野，太陽熱，バイオマス熱，温度差エネルギー，未利用．損熱エネルギー

などの熱利用分野，さらには水力や地熱による発電の再生可能エネルギー

(RenewableEnergy）や石炭や天然ガス，原子力の石油代替エネルギー

(petroleumAlternativeEnergyL石油の供給サイドのエネルギー（Supply

SideEnergy）の制御などの管理を行うためのシステムである［６１１３]。

ところで，ＣＯ２は，無色無味無臭で，不燃性の化学的に安定しており，赤外

線を効率よく吸収する気体である。温室効果ガスの中で，ＣＯ２は大気中の濃度

が最も高く，地球温暖化への寄与度は約60％と最も大きくなっている。このた

めに，温暖化対策のひとつとして，世界各国ではＣＯ２について人為的排出の

削減に努力するとともにＣＯ２濃度の変動を正確に把握し，ＣＯ２循環構造を

解明してきたのである。

また，移動手段において重要な自動車では，一般的なエンジン車では化石燃

料であるガソリンや軽油を燃焼して走行するため，温室効果ガスの大きな原因

であるＣＯ２や人体に有害な窒素酸化物（NOx)２０などを排出する。化石燃料は，

エンジンなどで燃やすとＣＯ２，NOx，硫黄酸化物（SO2）などを発生して,

これらが大気中に排出，地球温暖化や大気汚染による酸性雨や呼吸器疾患など
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図３供給サイドと需要サイドに関するエネルギーの関係

-＜供給サイドのエネルギー＞
石油

一く石油代替エネルギー＞
石炭天然ガス原子カ

ー＜再生可能エネルギー＞－

水力地熱

く新エネルギー＞－

＜需要サイドのエネルギー＞

(産業）

(家庭）

(運輸）

(業務）

-熱利用分野

太陽光発電

バイマス熱利

温度差エネル

バイオ燃料

燃料電池

ハイブリッド自動車

電気自動車

燃料電池車

クリーンガス

コジェネレーション

｜

用
ギ

未利用・排熱

エネルギ

雪氷冷熱利用

￣￣￣￣￣--------~~－－~----￣￣~-----~~---￣----￣--￣--1
ギー建築ヒートポンプスマートグリッド

ネルギー貯蔵・輸送二次電池スマートコミュニティ｜

~~[-------------]--｢~｢1-1--------~--------.
海洋エネルギー

波力潮力洋上風力

(出所）経済産業省総合資源エネルギー調査会（2001）「新エネルギー・再生可能エネル

ギーの範囲について｣、再生可能エネルギー協議会（2007）「基礎知識」より作成。

の公害を引き起こして，深刻な環境問題を引き起こす要因になっている。また,

化石燃料は，資源埋蔵量にも限りがあるため持続性からも問題視されている。

一方，ＥＶは，バッテリーに蓄えた電気の力でモーターを動かして走行する

ため，ガソリン車稼働に伴うＣＯ２やNOx，ＳＯ２などの有害ガスを排出しない。

自動車の効率,lft2lについても，ガソリン車はガソリンの持つエネルギー（熱効

率）の最大40％程度しか走行に利用できないが，ＥＶではモーターを使うこと

で電気エネルギーの最大90％程度を走行に利用できる［17]。また，ＥＶは，

再生可能エネルギーで発電した電気を使うことで，ＣＯ２排出量を減らすことも

可能である。
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３２スマートコミュニティとＥＭＳ

スマートコミュニティでは，ＩＴを積極的に用いて，家庭とともに，住宅や

マンション，ビル，工場，文化センター，劇場，博物館，学校，病院，体育館，

行政庁舎などの建物・施設におけるエネルギーをコントロールしながら，使用

するエネルギーを最適化するＥＭＳの考え方が普及している。ＥＭＳは，表２

に示すように，そのコントロールの対象により，自宅が対象のＨＥＭＳやピル

が対象のＢＥＭＳ，工場が対象のＦＥＭＳ，地域が対象のＣＥＭＳなどのシステム

がある［３]。

（１）ホーム・エネルギー・マネジメント・システム

ホーム・エネルギー・マネジメント・システム（ＨＥＭＳ：HomeEnergy

ManagementSystem）は，家庭に存在する様々な家庭電器製品や家庭用ＯＡ

表２１Ｔを活用したエネルギー・マネジメント・システム（ＥＭＳ）

L■
L－１ｌ

ｊ１２域

(出所）筆者作成。

－１１－

分野 システム名 概要

住宅

ＨＥＭＳ

(HomeEnergyManagement

System）

ＺＥＨ

(NetZeroEnergyHouse）

ＭＥＭＳ

(lvlansionEnergy

ManagementSystem）

ホーム・エネルギー．

マネジメント・システム

ネット・ゼロ.エネルギー．

ハウス（ゼッチ）

マンション・エネルギー．

マネジメント・システム

家庭に存在する様々な家庭電器製品や家庭用ＯＡ機器を

ネットワークに接続して、ＨＡＮと連動して、家庭内で使用

するエネルギーをコントロールする。

太陽光発屯などのエネルギー創出■と家庭で使用する石油

や石炭など燃料エネルギーの消費■が年間で概ねゼロ（正

味ゼロ）になる住宅である。

マンションの専有部分、および共有部分の電力消貝丘など

を:十ｊＲＩ蓄和'し、見える化を図Ｄ、空調・照明設備などの接

続機器の制御やデマンドビークを抑制・制御する。

ビル

BEIvIS

(BuildingEnergy

IvlanagementSystem）

ＺＥＢ

(ZemEnergyBuilding）

ビルディング・エネルギー．

マネジメント・システム

ゼロ．エネルギー.

ビルディング（ゼブ）

ビル内の配電設備、空綱股､U、照明股Ｍ１換気設備、ＯＡ

機器などの電力使用■のモーターや制御を行い、ビル全体

で使用するエネルギーをコントロールする。

ビルの運用段階でのエネルギー消費■在省ｒネルギーや再

生可能エネルギーの利用を通して削減し、エネルギーを限

りなくゼロにする。

工場

FEＭＳ

(FactoryEnergy

ManagementSystem）

ＭＭＳ

(lvlanufactunngManagement

System）

ファクトリー・エネルギー.

マネジメント・システム

製造管理システム

工場内の受配電設備、空鯛・衛生設側i、照明設備などの電

力使用■のモニターや制御を行い、工場全体で使用するエ

ネルギーをコントロールする。

工場内の様々な分野の生産設備の監視・制御に対応し、工

場内の生産効率の向上を実現することで、エネルギー消貝

の削減をコントロールする。

j１２｣或

ＣEＭＳ

(Cluster/CommunityEnergy

ManagementSystem）

REW1S

(RegionalEnergy

lvlanagementSystem）

クラスター／コミュニティ・

エネルギー・マネジメント．

システム

地域エネルギー・マネジメン

ト・システム

地域内の再生可能エネルギーを含む発電所での電力供給■

のモニターや制御を行い、地域全体で使用するエネルギー

をコントロールする。

対象エリアのエネルギー利用に関する凪適化．効率化を行

い、エネルギー消■■とCO2排出■の削減、およびエネル

ギーコストの削減をコントロールする。
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(OfficeAutomation）機器をネットワークに接続して利用するローカル情報

ネットワークのＨＡＮ（HomeAreaNetwork）と連動して，家庭内や自宅内

の住宅で使用するエネルギーを総合的にコントロールすることができるシステ

ムである。

また，住宅のエネルギーコントロールについては，ネット・ゼロ.エネル

ギー・ハウス（ゼッチ）（ZEH：NetZeroEnergyHouse）の考え方も普及し

ている。ＺＥＨとは，「快適な室内環境を保ちながら，住宅の高断熱化と高効率

設備によりできる限りの省エネルギーに努め，太陽光発電等によりエネルギー

を創ることで，１年間で消費する住宅のエネルギー量が正味（ネット）で概ね

ゼロ以下となる住宅」である［５]・

具体的には，太陽光発電などのエネルギー創出量と家庭で使用する石油や石

炭などの燃料エネルギーである一次エネルギーの消費量が〆年間で概ねゼロ

(正味ゼロ）になる住宅の考え方である。これは，住宅で使用するエネルギー

を総合的にコントロールすることができるシステムである。つまり，これまで

の省エネルギーに加えて創エネルギーを導入し，自宅で消費するエネルギー量

より自宅で創るエネルギー量が多い住まいの断熱性・省エネ性能を上げる，そ

して太陽光発電などでエネルギーを創ることで，年間の一次消費エネルギー量

(空調・給湯・照明・換気）の収支をプラスマイナス「ゼロ」にする住宅のこ

とである。

（２）マンション・エネルギー・マネジメント・システム

住宅のエネルギーコントロールについては，集合住宅（マンションやアパー

トなど）も含まれており，マンション・エネルギー・マネジメント・システム

(ＭＥＭＳ：MansionEnergyManagementSystem）の考え方も普及している。

ＭＥＭＳでは，マンションの建物内で使用する壁や床，天井に囲まれた居住空

間である個別住宅の専有部分だけでなく，エントランスや共用廊下，屋上など

の専有部分以外の建物部分，およびエレベーターや電気・給排水などの共用設

備である共有部分の電力消費量などを計測蓄積し，導入拠点や遠隔での見える

化を図る考え方である。これは，空調・照明設備などの接続機器の制御やデマ
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ンドピークを抑制・制御する機能などを有して，マンションのエネルギーを総

合的にコントロールすることができるシステムである。

（３）ビルディング・エネルギー・マネジメント・システム

ビルディング・エネルギー・マネジメント・システム（ＢＥＭＳ：Building

EnergyManagementSystem）は，卸市場価格の高騰時や系統信頼性の低下

時に電気料金価格の設定やインセンテイブの支払に応じて，需要家側が電力使

用量を抑制するための電力消費パターンの制御（DemandResponse）も含ま

れる。そして，商業ビルやオフィスビルなどのビル内の配電設備，空調設備，

照明設備，換気設備，ＯＡ機器，エレベーター，エスカレーターなどの電力使

用量のモニターや制御を行いビル（建物）全体で使用するエネルギーを総合

的にコントロールすることができるシステムである。

また，ビルディングのエネルギーコントロールについては，ゼロ.エネル

ギー・ビルディング（ゼブ）（ZEB：ZeroEnergyBuilding）の考え方も普及

している。ＺＥＢとは，「建築物における－次エネルギー消費量を，建築物・設

備の省エネ性能の向上，エネルギーの面的利用，オンサイトでの再生可能エネ

ルギーの活用等により削減し，年間の一次エネルギー消費量が正味（ネット）

でゼロ又は概ねゼロとなる建築物」である［21]・

具体的には，ビルのエネルギー運用段階において，エネルギー消費量を省エ

ネルギーや再生可能エネルギーの利用を通して削減しエネルギーを限りなく

ゼロにするという考え方である。これは，ビルディングで使用するエネルギー

を総合的にコントロールすることができるシステムである。つまり，今日地

球温暖化が加速するなかエネルギー消費量の３割以上を占めると言われる商

業ビルやオフィスビルなどのビル内（民生部門，行政部門などを含む）での省

エネルギーの強化を図ることである。

（４）ファクトリー・エネルギー・マネジメント・システム

ファクトリー・エネルギー・マネジメント・システム（FＥＭＳ：Factory

EnergyManagementSystem）は，工場内の受配電設備，空調・衛生設備，

照明設備，ユーティリティ，製造・生産設備，ベルトコンベアー，パネルベン
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グー，フレーム加工ライン，粉体塗装機，表面実装機なども含まれる。そして，

電力使用量のモニターや制御を行い工場全体で使用するエネルギーを総合的

にコントロールすることができるシステムである。

また工場のエネルギーコントロールについては，製造管理システム

(ＭＭＳ：ManufacturingManagementSystem）の考え方も普及している。

ＭＭＳでは，工場内の様々な分野の生産設備の監視・制御に対応し，工場内の

生産効率の向上を実現することで，エネルギー消費の削減を総合的にコント

ロールすることができるシステムである。ＭＭＳは，工場内の設備の追加や設

備運用の変更時に自前でシステム改修を行うことで，適時適切にエネルギー

消費の管理を行うとともにシステム改修費用の削減を実現できる。さらに

エネルギーの見える化や遠隔監視を含む監視操作機能と経営支援機能により，

工場内の効率的な生産設備の運用を実現できる。

（５）コミュニティ・エネルギー・マネジメント・システム

クラスター／コミュニティ・エネルギー・マネジメント・システム（CＥＭＳ：

Cluster/CommunityEnergyManagementSyste、）は，通信・制御機能を付

加した電力網であるスマートグリッド（SmartGrid）の要の仕組みである。こ

れは，ＨEMS，ＢＥＭＳ，ＦＥＭＳＣＥＭＳを含めた地域内の太陽光発電所や風力

発電所などの再生可能エネルギーを含む発電所での電力供給量のモニターや制

御を行い，地域全体で使用するエネルギーを総合的にコントロールすることが

できるシステムである。

また，地域のエネルギーコントロールについては，地域エネルギー・マネジ

メント・システム（RＥＭＳ：RegionalEnergyManagementSystem）の考え

方も普及している。ＲＥＭＳは，対象エリアのエネルギー利用（面的エネルギー

利用）に関する最適化・効率化を行い，エネルギー消費量とＣＯ２排出量の削

減，およびエネルギーコストの削減を総合的にコントロールすることができる

システムである。系統電力などの電力供給停止による対象エリア内，もしくは

広域な範囲で停電が継続的に発生している状態である災害時や発展途上国，新

興国には，エネルギー情報の分析，表示機能を利用することで，エネルギー供
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給の安定化も総合的にコントロールすることができるシステムである。

４．ダナンにおけるスマートコミュニティの推進

４．１ダナンのスマートコミュニティ推進

ダナンを含めて，あらゆる地域におけるスマートコミュニティの推進では，

地域内で既存の旧来の施設・設備から最新技術を活用した地域開発や都市開発

を行うのは困難である。これは，何もない更地からの都市開発では，既存の設

備・施設を考慮する必要がないため，最適，かつ理想的なスマートコミュニ

ティの推進が可能だからである［９]。

このような中で，ダナンは，図４に示すように，工業団地やハイテクパーク

などの産業集積の造成による工業発展，およびビーチによる海水浴やウォー

タースポーツ，観光ホテル，カジノなどのマリンリゾート地域による観光開発

に注力している。

その一方で，ダナンは，2008年には環境都市宣言行い2020年までに環境都

市の実現を目指して，環境問題への積極的な取り組みを始めている。

数年前から，アジアの各地域では，急激な経済発展にともない急速な工業

化や人口増加，都市成長が目覚ましく，環境的に持続可能な都市（ESC：

EnvironmentallySustainableCities)22の構築に注目が集まっている［20]・その

ような中で，ダナンはASEAN（AssociationofSouth-EastAsianNations）

の１０ヶ国（ブルネイ，カンボジア，インドネシア，ラオスマレーシア，ミャ

ンマー，フィリピン，シンガポール，タイ，ベトナム）の中で，かつベトナム

で唯一，2011年にASEAN環境持続開発都市賞を受賞している。

また，日本が2010年に福井県で開催したＡＰＥＣ（Asia-PacihcEconomic

Cooperation）エネルギー会合では，アジア太平洋経済協力拠出金（平成28年

度予算額）として１１億円を計上し，域内の低炭素化を加速化することを合意

しており，ＡｐＥＣ低炭素モデルタウンプロジェクト23が決定されて，全部で６

つのフェーズの中のフェーズ３としてダナン（2013年実施）が選定されている。
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図４ダナンの主な産業集積とスマート化の推進
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(注）破線が環境都市ダナンとして、スマート化として環境問題への積極的な検討や取り

組みを始めているエリアである。

(出所）筆者作成。

ダナンでは現在，ＡＳＥＡＮ環境持続開発都市賞の受賞，およびＡＰＥＣ低

炭素モデルタウンプロジェクト選定により，表３に示すように，具体的にはリ

ゾート地と空港を接続する電気バスの運行，市役所や図書館，学校などの公共

施設のＺＥＢ化電力安定化〆廃棄物処理・排水処理などについて，様々な国

や地域，支援機関などからの調査事業が行われており、市内の各地でスマート

コミュニティを推進している。

このようなことから，ダナンでは，工業発展や観光開発に注力する一方で，

2008年に環境都市宣言を行うなど環境問題にも積極的に取り組んでいる。
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表３ダナンにおけるスマートコミュニティ分野の主なプロジェクトの概要

｜

Fｉ
｜
概要

圧

|極一
一一」

概要’

Ⅷ

■■

■］Ｌ

(注ｌ）株式会社シェフミートチグサの事業内容は，食肉の加工および販売，食肉加工品（ハム，ソーセージ

など）の製造および販売，食肉加工品の輸出，調理力11工,９，・惣菜（ハンバーグパティ．パン粉・タレ

付け製品）の製造および販売である。

(注２）メタウォーター株式会社の事業内容は，上下水・再生水処理，海水淡水化等の水環境分野の各種装置

類，施設用電気設備などの製造販売，各種プラントの設計・施工・請負である。

(注３）ＪＦＥエンジニアリング株式会社の事業内容は，幅広い分野におけるプラントやインフラ建設（大規模

構造物）のＥＰＣ事業（設計（Engineering)，調達（Procurement)，建設（Construction))，技術開発，

製造，現地施工。およびＯ＆Ｍ（Operation＆Maintenance）事業の最上流からトータルで行う総合
エンジニリング業務である。

(注４）株式会社エックス都市研究所の事業内容は．地域活性化・まちづくり．環境開発，途上国支援の３

つの切り口により，プランニング，コンサルティング，コーディネートエンジニアリング，ネット

ワークの各ツールを駆使し課題群に対する実現可能な処方菱をデザインし，事業化の手だてをプロ

デュースする業務である。
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(注５）株式会社日水コンの事業内容は，国内および海外における上水道・下水道および工業用水道，治水．

利水および河川・湖沼・沿岸海域に係る環境管理．産業廃水・都市廃棄物などの処理，建築・都市開

発および地域開発，農業開発事業の企画・調査・研究・計画・設計・工事監理および施設の運転・管

理．診断．水質検査並びにこれらに係る経済・財務分析，その他のコンサルティング業務である。

(注６）月島機械株式会社の事業内容は，浄水場，下水処理場におけるプラント建設・機器製造・各種サービ

スの展開の水環境事業，化学・鉄鋼・食品などの幅広い分野にプラント建設・機器製造・各種サービ

スの展開の産業事業である。

(注７）株式会社長大の事業内容は，構造事業・インフラマネジメント事業・社会計画事業・鉄道計画事業に

おけるコンサルタント事業，道路運営・公共施設の運営・ＰＰＰ・デマンド交通システム・健康サポー

トにおけるサービスプロバイダ事業，エコ商品販売・情報システムの販売・ＡＳＰにおけるプロダク

ツ事業である。

(注８）一般社団法人海外環境協力センターの事業内容は，海外の環境保全に関する基礎調査および企画調査，

研究．技術開発およびこれらの成果の普及，シンポジウム・国際会議の開催およびこれらへの参加

資料の収集・情報の提供および出版物の刊行，民間団体の事業に対する協力および支援業務である。

(注９）ＮＰＯ法人ＣＴＣ（ChallengetoChange）ＪＡＰＡＮの事業内容は，民による民のための災害緊急.復興．
教育支援業務である。

(注１０）アジア開発銀行（ＡＤＢ：AsianDevelopmentBank）は，アジア・太平洋における経済成長および経
済協力を助長し，開発途上加盟国の経済発展に貢献することを目的に設立された国際開発金融機関で

ある。

(出所）ダナン駐日代表部（2015）「ダナン市の経済及び投資現状について」を参考に筆者作成。

４２ダナンにおける主なスマートコミュニティの取り組み

表３に示しているのが，これまでのダナンにおける主なスマートコミュニ

ティ分野に関するプロジェクトの概要である［１５]・以下，その概要を考察する。

（１）ダナンとボロース市との協力案件

ダナンとポロース市（スウェーデン）との強い協力関係を通して，スウェー

デンの地方民主国際センターからの援助が決定している。この案件では，ダナ

ンにおける廃棄物処理能力を高め，原料として廃棄物を再生・再使用し，廃棄

物が環境に悪影響を与えることを制限している。

（２）ホアリエン給水プロジェクト

ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）およびダナン人民委員会は，2013年に

ダナンのホアリエン給水プロジェクトの調査に関する合意書に締結している。

JICAは，ホアリエン給水工場プロジェクトの実行可能性を検討するための経

費を支援している。

（３）ダナンにおける低炭素都市に関する実行可能性検討のプロジェクト

ＡＰＥＣにより支援された低炭素都市モデルプログラムに基づきダナン外

務局，商工局，資源環境局，およびダナン大学と協力して展開するものである。

このプロジェクトでは，①都市内の電動自転車，②市内の電鉄・ＢＲＴシステ
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ム，③排水・泥の処理からのエネルギー吸収，④ホテルにおけるエネルギー管

理システムの４案件を選んでＡＰＥＣに提出している。

（４）ホアフオク屠殺場プロジェクト

このプロジェクトは，官民パートナーシップ（PPP)24形式で実施される予定

で，外務局は援助提案を作成しJICAに申請している。日本政府は，ＯＤＡ資

金で屠殺場プロジェクトを実施することを許可しており，ＯＤＡ資金でダナン

の技術者の研修・日本視察，技術の支援費用，屠殺場設備の提供，設備運営に

関するセミナーの４案件を選んで実施している。

（５）低コストの排水処理システムのプロジェクト

ダナン大学およびメタウォーター社は，共同で低コスト排水処理システムの

研究を実施している。ダナン市人民委員会は，メタウォーター社に対して，フ

ロク排水処理場における排水処理システムの実験を許可している。

（６）排水処理，個体廃棄物管理サービスの実行可能性検討プロジェクト

川崎市との協力プログラムの枠の中で，ダナン外務局は，日本企業のJFE

エンジニアリング，エックス都市研究所，日水コン，住友商事，月島機械と協

力してＰＰＰによる排水処理，個体廃棄物管理サービスに関する実行可能性を

検討している。

（７）環境改善のためのバイオトイレ技術を応用するプロジェクト

ダナン外務局は，長大と協力しダナン市内の観光地，公共場所にバイオト

イレを設置する実験を行っている。長大は，トイレの設置許可を申請している。

（８）低廃棄物社会を作るために２国間クレジット制度支援プロジェクト

日本政府とベトナム政府は，途上国における温室効果ガスの削減を達成する

ため，二国間クレジット制度25に関する合意書を締結している。

（９）電動バイク普及による低炭素環境創出プロジェクトの実行可能性検討

三菱UFJモルガン・スタンレーグループは，日本の環境省およびダナン人

民委員会の支援を受け，ダナンを実験場所として選択しベトナムにおける電

動バイク普及プロジェクトの実行可能性を検討している。
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（10）ウイッテビーン・ボスと工業団地管理委員会のＰＰＰ案件支援

ウィッテビーン・ボス（オランダ）は，工業団地管理委員会と相談した後，ダ

ナン水産加工サービスエ業団地の排水処理システムを改良するプロジェクトの実

施を合意している。オランダ政府の中小企業支援基金に援助を申請している。

（11）気候変動に対する青年構想プログラム

気候変動に対する青年構想プログラムの枠組みには，ダナン外務局の青年団

が気候変動に対する青年の認識を高めるために短編映画を作成の構想である。

ダナンにおける近年のスマート化プロジェクトー覧表４

〔
(注）左端の君 ダナンの主な産業集積の位置関係とスマート化」の破線内の(注）左端の番号は「図２

番号と対応している。

(出所）筆者作成。

－２０－

プロジェクト名 必要なスマコミ技術 参画想定の業界 スマートコミコーテイのニーズ

① FPTCity

スマート住宅、省エネルギー住宅

HElvlS（HomeEnergylvIanagement

System）

ZEB（Ze1℃EnergyBuⅡ｡ing）

ZEH（NetZenoEnergyHouse）

建築材料、住宅設備機鋸

股ﾛ十事務所、ゼネコン

デベロッパー、ハウスメー

カー

グリーン&スマート都市を目指しており、スマートコミュ＝

ティヘの関心が高い。エリア内にスマート住宅を廼股し、太

旧光パネル、日本製のﾘﾘﾄﾞ水技術、高品質空調を導入してい

る。しかし、かなり■コストであったため、スマート住宅は

ダナン市民に受け入れられない可能性がある．

②

リゾートホテルと

空港を結ぶ■気（

ス

屯気自動車（EIectncVehicle）

電気バス

充電設備

リチウムイオン廼池

産業用、源機器

■気自動車用苔、池

ｉｎ気自動車用急速充屯器

リゾートエリア内では、十数台の電気カートが既に走行して

いる．外資系リゾートホテルではEV化の負担は大きくく、政

府からの支援が照いと進まない。なお、外資系リゾートホテ

ルのバスは、ホテルバスを旧入し、運営を外部に委庇してい

る ｡

③ 公共施設のZEB化

太阻光発電

■効率空調・照明

ＢＥＨＳ（BuiIdingEnergyHanagement

System）

ZEB（ZemEnergyBuilding）

股Hf事務所

空鯛・照明機器

太隅光パネル

ベトナムには省エネルギー建築の基準などはあるが、ZEBの

概念はまだない．現在、ダナン市でも省エネルギービル開発

などのプロジェクトが進められており、－部のプロジェクト

については人民委貝会からも補助金を出している。文化セン

ター、劇場、博物館、学校などの対象となりえる公共施設は

ある 、

④

ダナンハイテク

パークの■力安定

化

、力安定化システム

ＤＡＳ（DataAcqulsitionSystem）

高品質危力供ｉｓ、非常用発電

ＵＰＳ（Uninte｢ruptlblePowerSystems）

旺気・通信工亭

ゼネコン

非常用発電機メーカー

撫仰電電源装■メーカー

1,500haもの敷地面根があり、住宅エリアやITパークが整備

されることを考えた四台、さらなる電力の安定化が必要であ

る。スマートグリッドやＩＦ屯時でも電力供給ができる股NUが

必要である。

⑤

ご

る

電

aﾌﾞ処理期におけ

廃棄物処理・発

廃棄物処理・発電

廃棄物処理技術．

環境保全技術

ごみ焼却発函

産業廃棄物処理

廃棄物発電

ダナン市には７００トン／日のごみ処理能力が必要である。マ

レーシアやシンガポール、インドネシア、タイなどでも同様

の問題を抱えており、解決することができれば、ASEAN賭国

に展開することが可能である。人民委員会が優先順位の高い

プロジェクトに選定している。

⑥

ダナン水産加工

サービスエ芝団地

の排水処理

排水処理システム

水資源排水リサイクル技術

有機性排水処理技術

上・下水処理股傭

社会環境改善

プラント・エンジニアリング

槻械股０１i設計・柿Ｔ管理

排水処理詔傭（ＷＷＴＰ：WasteWaterlT可eatmentPlant）

で処理しているが、必ずしも質的・■的に十分ではない。人

民委ロ会が常に監視している。現在の排水処理能力で問題な

いが、それを超えると問題が生じる。処理方法は微生物処理

だが、微生物が死んでしまうなど、うまく処理できないこと

が問題となっている。

⑦
ダナン港のスマー

トコミュニテイ化

ICタグ（IntegratedCimcuitSTag）

ハイブリッドクレーン（HybridCmane）など

のハイブリッド技術

危照灯LED（LightEmittingDiode）

総合ｎ機メーカー

建股機械・産業機械

■子部品・製造装■・■子材

科

ティエンサ港とリエンチュウ港において、疽気クレーン、屯

源（９１力、太陽光など）、屯カリフトなどの省エネ股､U導入

右検肘する。テイエンサ港周辺は海に囲まれた半島で風が強

いため風力発■建設を検肘、リエンチュウ港をベトナム初の

スマート港としての､１１発を検討する。

⑧
ホアカイン丁準、

地の排水処理

排水処理システム

水資源排水リサイクル技術

有UH性排水処理技術

上・下水処理設備

社会HR塊改善

プラント・エンジニアリング

in械股傭設計・施Ｔ官理

入居企業各社が一次処理をして、その－次処理水を工業団地

の排水処理施設で集中処理後、放水している。日系企HHは－

次処理をしているが、－部現地企業は一次処理をせずに排水

しており、十分に処理できていない。排水管と排水処理lWpH谷

の双方に問題があり、周辺住民からのクレーム、新聞記事に

取り上げられるなど、問題が大きくなっている。
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（12）台風に耐えられる家の実行可能性の検討

ダナン外務局は，天災に耐えられるダナンをつくるために台風に耐えられ

る家の実行可能性の検討しＡＤＢの支援を申請している。

４．２ダナンにおける近年のスマートコミュニティの取り組み

前項においては，これまでのダナンにおけるスマートコミュニティ分野の主

なプロジェクトの概要についての考察を行った。この項においては，表４に示

すように，ダナンにおける近年のスマート化プロジェクトの取り組み内容につ

いての考察を行うこととする。

（１）FPTCityの開発

ＦＰＴＣｉｔｙは，ダナンのグーハインソン区のホアハイ地区で進められている

ＦＰＴＣｉｔｙＤａＮａｎｇのプロジェクトで，ベトナムの巨大IＴ企業であるＦＰＴ

コーポレーション26傘下のダナンＦｐＴ都市株式会社が推進しているスマート

コミュニティ事業である［25]ｏＦＰＴＣｉｔｙは，面積181.6ｈａ，人口規模５万人

(計画)，完成予定2035年，米国の設計大手ＳＯＭ社（SkidmoreOwingsand

MerrillLLP）が設計を担当ダナン初のグリーン＆スマート都市を目指して

いる。ＦＰＴＣｉｔｙは，市内の４つの主要幹線道路に囲まれており，将来的は公

共交通（BRTや地下鉄）が通る予定である。敷地内の周辺エリアには，大学

エリア，居住エリア，商業エリア，ソフトウエアパークなどに整備されること

になっている。大学エリアには，米国やシンガポール韓国の大学，およびダ

ナン大学が移転される予定である。また第１期は2014年に着工し2016年４月

に完成，第２期は2016年末以降にも着工の予定である。

（２）リゾートエリアと空港間のＥＶバス

リゾートホテルが立ち並ぶ海岸地とダナン空港を接続の電気バス運行は，

ＥＶバスによる交通システム構築の構想がある。現在，各ホテルが空港との間

を，ホテルごと個別に従来型ディーゼルのシャトバスを運行しているが，これ

をＥＶバスで運行するものである。現在，ダナン市内でのバス利用においては

僅か２％しかなく，今後のバス利用を向上させるためのＥＶバスの導入で，ス

－２１－



[論文］ベトナムにおけるスマートコミュニティに関する－考察（税所）

マートコミュニティ事業を推進できる可能性はある。なお，リゾートエリア内

には，既にローカル企業による１０台の電気カート27が走行している。また，東

シナ海の海岸沿いに多数立地するリゾートホテルなどと国際空港の間に電気バ

スを導入する技術には，排気の管理，ＣＯ２削減，交通管理，信号の管理なども

含まれ，スマートコミュニティ技術や省エネルギー技術に関連する分野は広く

応用できるものである。

（３）公共施設のＺＥＢ化

市役所や図書館，学校などの公共施設のＺＥＢ化については，ベトナムには

2003年のエネルギーの効率利用および省エネに関する規定，2004年の工業設備

の省エネに関する通達，2006年のエネルギーの効率的利用及び省エネに関する

国家戦略プログラム，2010年の省エネ法，2011年の省エネ法の詳細及び施行方

法に関する政令，2012年のエネルギー使用の手段・設備のエネルギーラベル貼

付に関する通達，2013年のエネルギー高効率建物の技術基準策定に関する通達

などの省エネルギー基準などはあるが具体的な内容のＺＥＢ化の概念は取り

入れられていない。現在，ダナンでも省エネルギービル開発のプロジェクト

(FPTCityなど）が進められており，文化センターや劇場，博物館，学校など

を対象としたＺＥＢ化の対象と成り得る公共施設は多数存在している。

（４）ダナン・ハイテクパークの電力安定化

ダナン・ハイテクパークは，ベトナム中部地域初，国内においては３番目の

全国レベルのハイテクパークで，ホアヴァン県ホア・リイエン村，市内中心部

の北西，ティエンサ港から２５ｋｍ，都市中心部から２２ｋｍ，ダナン国際空港か

ら１７ｋｍの場所に位置する。面積は1,129.76ｈａ，その内各機能区用地エリアは

673.94ｈａ（60％)，丘陵，ホア・チュン湖，掘割，緑エリア455.82ｈａ（40％）

である。このエリアでは，国内トップレベルの給排水処理や電力安定化などの

インフラ整備を提供，ダナンの計画投資局（DPI：DepartmentofPlanning

andlnvestment）が協力している。電力については，ダナンは南北500KＶ国

営電線からの電力供給で比較的安定しているが，時々突発的な停電がある程度

である。しかし実際の運営には，工業団地の入居企業からは電力が安定しな

－２２－
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いということでクレーム28が発生している。今後，ダナン．ハイテクパークに

入居企業を増やすためには，電力安定化とともに，スマートグリッドや停電時

でも電力供給ができる設備が必要である。

（５）ごみ処理場における廃棄物処理・発電

2007年より運営のカンソン廃棄物処理場は，ダナン国際空港の東部に位置，

ダナンにおいて，唯一，存在する廃棄物最終処理場である。ダナン市都市環境

公社（URENCO)29によると，この処理場の総面積48.30ha，処分面積l383ha，

処分完了25％，埋立地完了年2030年，平均処分量は１日平均670トン，廃棄物

収集エリア人口979,697人，廃棄物回収率90から92％，処理容量3,400万ｍ3であ

り，今後の中間処理対応を実施しなければ，2019年には処理容量が尽きると予

想されている。カンソン廃棄物処理場は，嫌気的衛生の埋立地であり，ごみ処

理能力の拡充が必要で，ベトナムだけでなくタイやインドネシア，マレーシア

などのＡＳＥＡＮ諸国でも同様の問題を抱えており，この対応策を解決するこ

とができれば諸外国への横の展開が可能となる。

（６）ダナン水産加工サービス工業団地の排水処理

ダナン水産加工サービスエ業団地による排水処理については，各社が工場内

の自社が所有する排水処理設備で一次処理を行い続いて工業団地が所有する

排水処理設備（ＷＷＴＰ：WasteWaterTreatmentPIant）で一次処理された

排水を二次処理している。各社からの排出される一次処理の水質には格差があ

るが，最終的には産業排水基準（国家標準TCVN5945:2005)3oのＢレベルまで

処理され，工業団地近くの海に排水される［23126]。現在，排水処理設備の

能力は25,500,3／日（近隣の一般生活排水20,500,3／日，水産加工サービス工

業団地企業の排水5,000,3／日）である。この工業団地の水処理方法は，微生

物による好気と嫌気の方法3'で行っている。また，水処理事業は，当初は民間

企業に委託して運営してきたが，現在はダナン市人民委員会が運営を引き取

り，DONＲＥ傘下の企業が水処理を行っている。

（７）ダナン港のスマートコミュニティ化

ベトナム中部のダナンに位置するダナン港は，テイエンサ港（海洋港）とハ

－２３－
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ン港（河川港)，および特定企業が専用する複数の港から構成されており，貨

物取扱量で南部のサイゴン港，北部のハイフォン港に次ぐ国内第３位の国際海

洋港である。テイエンサ港は，中部地域の海運の中心でありかつラオス，タ

イ，ミャンマーを経由する全長1,450kｍの東西経済回廊の東の玄関口にもなっ

ている。しかしダナンの港湾施設が老朽化し，船舶の大型化や貨物のコンテ

ナ化の対応が困難であった。また，南北地域を結ぶ重要な幹線道路である国道

１号線への港からのアクセスが悪いこともあり，ダナン港を改良することで，

中部地域の運輸交通の改善が最大課題であった。そこで，海外経済協力基金３２

は1998年に「ダナン港拡張事業に係る案件形成促進調査」を実施し，第１

フェーズとして既存のテイエンサ港を改修し第２フェーズとしてティエンサ

港の拡張を行い，第３フェーズとして新港（リエンチュウ港）を建設する段階

的な整備計画を提案しベトナム政府の基本合意を得ている。ダナン市人民委

員会やダナン港湾公社は，スマート開発に前向きであり，テイエンサ港とリエ

ンチュウ港において，電気クレーン，電源（風力・太陽光など)，リフトなど

の省エネ設備導入も検討している。

（８）ホアカインエ業団地の排水処理

ホアカインエ業団地は，ダナン市から１０Kｍ，ダナン国際空港から９Ｋｍ，

リエンチュウ港から６Ｋｍ，ダナン国際空港・ダナン市から車で約30分の立地

で，日系企業はマブチモーターやエースコツクなどが進出33している。この工

業団地の排水処理は，ホアカインエ業団地においても入居企業が一次処理を行

い，その￣次処理した排水を工業団地の排水処理施設で二次処理（集中処理）

を行って，河川に放水している。現在の排水処理容量は5,000,3／日とされて

いるが，実際の処理量は4,000から4,200,3／日である。また入居企業の処理

施設が整備されていない場合や，処理施設はあるものの十分な処理ができてい

ないまま河Ⅱ|に放水されている場合があるため，排水は水質基準を満たしてお

らず，河川や海岸，海洋の水質汚濁が深刻化している。ところで，ダナンの水

処理施設は,ダナン市人民委員会の予算で設置（2008年建設開始，2009年運用

開始）し水処理の運転自体はハノイのURENCOに委託している。これは，

－２４－
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ダナンには，水処理を運営・管理できる会社がないため，ハノイの会社に委託

しているのである。このような状況のもと，ダナンでは，水処理の運営体制を

含め，排水の処理量や処理方法についても問題化しており，ＪＩＣＡに対して援

助を要請しており，その対応が急がされている。

Ｓ，おわりに

本論文では，ベトナムの中部都市ダナンについて，高品質電力，ＥＭＳＩＴ

インフラ整備，スマート交通などを中核としたスマートコミュニティ戦略にお

ける各プロジェクトに関する現状分析についての考察を行った。

ダナンは，環境都市宣言を行うなどの環境問題に対する意識が非常に高い都

市であり，スマートコミュニティ戦略については積極的態度とっている。また

ダナンは，ベトナム中部および中部高原地域における社会・経済・文化の中心

であるために，スマートコミュニティ戦略の展開は，近隣の省や市，地域，エ

リアなどに対する影響力も高い。

しかし，現時点では．ダナン自体において，財務的な余裕がなく，つまり，

ダナン独自で予算を獲得・配分して，スマートコミュニティ戦略に関するそれ

ぞれの事業を推進するのは非常に困難である。

したがって，スマートコミュニティ戦略の推進といった大きな案件を実現す

る場合では，世界銀行やＡＤＢ（アジア開発銀行）の資金借款，あるいは先進

国などからのＯＤＡの資金を活用する可能性が考えられる。またスマートコ

ミュニティ導入には，財政的な面での支援やローコストな製品・サービス導入

が必要である。

ダナンにおけるスマートコミュニティ戦略の推進は，始まったばかりであ

り，現時点でその成否は見いだせない状況である。今後，日本を含む様々な国

や地域との間でＰＰＰやJCMなどのスキームを活用したプロジェクトの推進，

支援機関などからの資金面や技術面のサポートを得た積極的なスマートコミュ

ニティ戦略の推進を行うことで，スマートコミュニティ化の実現性を高めるこ

－２５－
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とができる。
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筆者は，2015年９月21日（月）から９月25日（金）までの期間，国立研究開発

法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ：NewEnergyand

lndustrialTechnologyDevelopmentOrganization）が事務局のJSCＡによるベ

トナム・ダナン市の「スマートコミュニティ関連施策や既存プロジェクト等の

現地動向調査」に団長として参加した。

ベトナムの中央直轄市（MunicipalitiesofVietnam）は，地方行政区画において，

政府の管轄を直接受ける首都のハノイ，ホーチミン，ダナン，ハイフォン，カ

ントーの５ケ市で，ベトナムのそれぞれの省には属さず，省と同格の行政区分

の名称である。

陸のＡＳＥＡＮとは，東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ：AssociationofSouth‐

EastAsianNations）のうち，地理的にインドシナ半島の陸地に位置するタイ，

ベトナム，カンボジア，ミャンマー，ラオスの国々である。ＡＳＥＡＮは，１９６７

年のバンコク宣言によって，タイ，インドネシア，シンガポール，フィリピン，

マレーシアの５ケ国で設立，1984年にブルネイが加盟後，現在はベトナム，カ

ンボジア，ミャンマー，ラオスを加えた10ケ国で構成されている。

2015年９月23日付のベトナム紙ダウトウ電子版によると，ベトナムのシリコン

バレーにしようと，中部地方都市ダナンに建設する予定のダナンＩＴパークの

計画が破綻した［ｌ］ｏＲｏｃｋｙＬａｉ＆Associatesは，総額２億7,800万米ドルを

投じて敷地面積341ｈａのIＴパーク建設の投資認可を取得し，着工までしていた

が，その後２年以上も放置して破綻している。ダナンは，土地収用費500億

VND（約220万米ドル）を立て替えて後押ししていたが，このほど市人民評議

会が案件取り消しを決議したのである。

バース（Berth）は，船席のことで，港内で船舶が荷役や旅客の乗降などを行

うための岸壁。桟橋，ブイ，ドルフインなどの港湾において停泊するために設

けられた係留施設である。なお，係留施設には，船舶が陸域部に接岸するため

の岸壁・物揚揚，桟橋，浮桟橋などの接岸施設と,沖合の海域に停泊するため

の係船浮標とドルフィンの沖がかり施設の２種類に大別される。

コンテナヤード（ＣＹ：ContainerYard）は，コンテナを荷役し一時集積して

おく場所のことである。コンテナの船会社は，荷主に対して，コンテナ貨物の

自社コンテナヤードへの搬入と自社コンテナヤードからの引き取りを指定して

いる。コンテナヤードは，保税地域（BondedArea）となっており，通関手続

きなど輸出入に関する諸手続もここで行われ，関税の徴収を一時留保する。保

税地域（倉庫）は，主に港湾や空港の近くに設けられ，貨物船や飛行機から下

ろされた貨物が関税納入・輸入許可・通関完了までの間あるいは輸出される

貨物が税関手続きを終了するまで蔵置される場所（倉庫）である。

載貨重量トン数（DWTDeadWeightTonnage）は，航行中の船の積載量や

安全に航行できる積載量を表す単位のことである。載貨重量トン数は，船の最
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大積載量を示すが，船自体の重さは含まれず，貨物や燃料，淡水（真水)，バラ

スト水，食料，乗客，乗員などの総重量を示す単位である。

20フィートコンテナ換算（ＴＥＵ：Twenty-fOotEquivalentUnit）は，コンテナ

を単純合計数で表示する代わりに20フィートコンテナ１個分をｌ，および４０

フィートコンテナ１個分を２として，コンテナ取扱貨物量をこの数値の合計で

表示する計算方法である。

総トン数（GRT：GrossRegisteredTonnage）は，船舶の大きさを示すのに用

いる指標で，国際総トン数と国内総トン数の２つの意味がある。

バージ（Barge）とは，艀とも言い，河川や運河などの内陸水路や港湾内で重

い貨物を積んで航行するために作られている平底の船舶のことである。艀の多

くは，エンジンを積んでいないため，自力で航行することはできず，タグボー

トにより牽引されながら航行する。

ICＤ（InlandContainerDepot）は，ＣＦＳ（ContainerFreightStation）を兼ね

た内陸ＣＹのことである。ＣＦＳは，主に小口混載の輸出入の荷物を積み卸しす

る拠点になる保税倉庫のことで，ＩＣＤでは揚げ港からは船会社の手配する鉄道

で移送される。

国際航空運送協会（ＩＡＴＡ：InternationalAirTransportAssociation）は，航

空運賃，発券・運用ルールの決定などが重要な業務である。２１世紀になると，

ＩＡＴＡに加盟せず，独自に運賃を決めるＬＣＣの台頭や世界的なオープンスカイ

の流れなどから，ＩＡＴＡの存在意義が議論されるようになってきている。

ダナンからアジアへの就航都市として，2017年１月末現在，韓国（仁川，釜山)，

中国（広州，北京，杭州，南京，成都，深＃||，浦東・上海，昆明，南寧，武漢，

三亜)，香港（香港)，シンガポール（シンガポール)，タイ（バンコク)，マレー

シア（クアラルンプール)，マカオ（マカオハカンポジア（シェムリアップ)，

日本（成田・東京）の９ヶ国20都市，およびベトナム国内線への就航都市として，

ﾎｰﾁﾐﾝ，ハノイ，ﾊﾞﾝﾒﾄｰﾄ,ﾀﾞﾗｯﾄﾊｲﾌｵﾝ,ﾆｬﾁｬﾝ,プ

レイク，ピン，カントーの９都市へ運航している。

資源エネルギー庁（Age､cyfOrNaturalResourcesandEnergy）は，経済産業

省の外局で1973年設置，国家行政組織法および経済産業省設置法に定められる

国の行政機関である。主な業務は，鉱物資源の合理的な開発および電力などの

エネルギーの安定的な供給の確保ならびにこれらの適正な利用の推進，電気

事業などの運営の調整に関する事務を行うことである。

スマートコミュニティ・アライアンス（JSCA）は，ＮＥＤＯが事務局，2010年

４月設立，全世界にスマートコミュニティを展開していく中で，個別企業では

解決しづらい課題に対して，わが国における官民一体の対応と民同士の連携で

乗り越えようと業界の垣根を越えて様々な企業や組織が集まったものである。

二酸化炭素（CarbonDioxide）は，化学式がＣＯ２と表される無機化合物である。
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地球上で最も代表的な炭素の酸化物であり，炭素単体や有機化合物の燃焼に

よって容易に生じる。

電気自動車（ＥＶ：ElectricVehicle）は，電気をエネルギー源とし，電動機を

動力源として走行する自動車である。近年，ＥＶは，資源制約や環境問題など

への関心の高まりを背景に注目を集めている。

LED（LightEmittingDiode）電球とは，半導体素子のひとつである発光ダイ

オード（LED）を用いて，白熱電球などの代用として口金をソケットに直接装

着できるようにした光源装置である。

窒素酸化物（NitrogenOxides）は，窒素の酸化物の総称で．化学式のＮＯｘか

らノツクスとも言う。－酸化窒素（ＮＯ)，二酸化窒素（ＮＯ２)，亜酸化窒素（￣

酸化二窒素）（Ｎ２０)，三酸化二窒素（Ｎ２０３)，四酸化二窒素（ＮｚＯ１)，五

酸化二窒素（Ｎ２０５）などがある。

トヨタ自動車株式会社では，高効率ガソリンエンジンとして，燃焼技術と損失

低減技術の向上で，ガソリンの国内最高の最大熱効率40％を達成している。残

りの60％は熱に変わってしまって，無駄になっている。一方，ＥＶでは，バッ

テリーに蓄えられた電力をモーターによって動く力に変えて，９０％近くを使う

ことができる。この場合，熱として無駄になるのはわずか１０％程度である。

山下潤（1999）は，持続可能な都市に関して，「開発国と途上国の双方で観察さ

れる急速なモータリゼーションと交通インフラの未整備によって生じる交通渋

滞による大気汚染や，都市部における人口急増と下水処理施設や浄化槽等の未

整備による水質汚濁などの環境問題が都市部で多発し，都市部における環境保

全と社会・経済活動の増進の両立を求め，持続可能な都市（sustainablecities）

いわゆるエコシテイ（eco-Cities）や都市の持続可能な発展（sustainableurban

development）に対する学術的・社会的な関心が高まっている｡」と指摘してい

る［20]・

APEC低炭素モデルタウンプロジェクトの選定都市（カッコは実施年）は，

フェーズ１では中国の天津（2011年)，フェーズ２ではタイのサムイ島（2012

年)，フェーズ３ではベトナムのダナン（2013年)，フェーズ４ではペルーのサ

ンボルハ（2014年)，フェーズ５ではインドネシアのビトウン（2015年)，フェー

ズ６ではフィリピンのマンダウエ（2016年）である。

官民パートナーシップ（PPP：Public-PrivatePartnership）は，官民間の適切

なリスク・リターン配分が前提の公共サービス手法である。官の立場からは，

民間の優れた技術・サービスやコスト・リスク負担に依存することで，これま

での伝統的手法（公共サービスの直接供給）に比べて，少ない負担で公共サー

ビスを調達・供給できる。一方，民間企業にとっては，公共サービスへの参入

障壁の緩和により事業開拓の可能性が広がる。

二国間クレジット制度（JCM：JointCreditingMechanism）は，途上国に対し
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[論文］ベトナムにおけるスマートコミュニティに関する－考察（税所）

て温室効果ガス削減に関する技術や製品，サービスなどの普及や対策を行い，

実現した排出削減や吸収が日本にもたらす貢献度を定量的に評価して，削減目

標の達成に活用する制度である。日本は2013年１月に第１号案件としてモン

ゴルとの間で制度の創設と運用に関する覚書を交わしている。

FPTコーポレーションは，1988年設立，2016年の事業内容はテレコムサービス

(Telecommunications)(２２％)，携帯電話の生産と販売（Productionand

DistributionofMobilephone)(12.7％)，デジタルコンテント(DigitalContent）

(８％)，ＩＴ製品の生産と販売(Production＆DistributionoflTproducts）

(１０％)，ソフトウエア開発(SoftwareDevelopment)(199％)，システム・イン

テグレーション(SystemIntegration)(15.8％)，その他(62％）で，2020年度ま

でに日本語が堪能なエンジニア(ブリッジＳＥ）を育成する「１万人ブリッジＳＥ

育成プログラム」を実施している。日本法人のＦＰＴジャパン株式会社(旧ＦＰＴ

ソフトウェアジャパン有限会社）は，2005年設立，主にソフトウェアのアウト

ソーシング事業を中心に活動している。

ダナンの海岸沿いのリゾートホテルが集積しているエリアにおいて，ベトナム

企業のC6ngtyTNHHTblromgmaiDuljchThinｈＨｔｍｇ（ThinhHungTradeand

Tourism）が，６人乗りのＥＶカート（最大速度２５ｋｍ）１０台の運営・管理を行っ

ている。

ダナン市内のダナン・ハイテクパークにおいて，度々停電が発生していること

に関して，電力会社では停電解消に向けた取り組みを約束している［２]・

都市環境公社（ＵＲＥＮＣＯ：UrbanEnvironmentCompany）は，固形廃棄物の

収集，運搬，処分を直接実施する。各地方政府は,ＵＲＥＮＣＯは，建設局（DOO

DepartmentofConstruction）や天然資源環境局（ＤＯＮＲＥ：Departmentof

NaturalResourcesandEnvironment）の下に置くことができる。例えば，ハ

ノイ市やハイフォン市，トゥアテイエンフェ省などにおいては，ＵＲＥＮＣＯは

市人民委員会の下にありDONＲＥは専門の管理を担当している。

ベトナムの産業排水基準は，国家基準TCVN5945に規定されている［23][26]・

適用される産業排水基準は下表に示しているようにＢ類が多いが，日本の一

律排水基準と比較すると，水素イオン指数（pHpotentialofHydrogen）や水

銀，鉛，ポリ塩化ビフェニル（PCB：PolyChlorinatedBiphenyD，大腸菌数を

除くと，日本と同等，あるいは日本よりも厳しい基準となっている。
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i震
L業農村開発省等（2010）「産業排水一廃棄物の標準」を基に作成。

水処理（WaterTreatment）の方法には，酸素を必要とする微生物による有機

物の分解を行う好気性処理法（AnaerobicTreatment）と，酸素を必要としな

い微生物による嫌気性処理法（AnaerationTreatment）がある。好気性処理で

は有機物は炭酸ガスと水に分解されるのに対して，嫌気性処理ではメタンや硫

化水素に分解される。

海外経済協力基金（ＯＥＣＦ：TheOverseasEconomicCooperationFund）は，

東南アジア地域やその他の開発途上国の地域の産業の開発，または経済の安定

に寄与するため，その開発や安定に必要な資金で日本輸出入銀行，および一般

の金融機関から供給を受けることが困難なものについて，その円滑な供給を図

るなどのために必要な業務を行うことを目的とする。なお，1999年１０月１日，

日本輸出入銀行（EIB卯TheExport-ImportBankofJapan）と海外経済協力

基金が統合，国際協力銀行（JBIC：JapanBankfOrlnternationalCoOperation）

が発足している。

ダナンのホアカイン工業団地（HoaKhanhIndustrialPark）には，下表に示し

ているような日系企業が進出している。
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ホアカインエ篝団地進出の主な日系企業
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